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研究成果の概要（和文）：本研究は以下の３点である。第1に日韓各102人の10代親の量的調査により実態を把握した。
第2に日本は自治体と当事者団体、韓国は母子保護施設、ひとり親地域支援施設の協力による10代母への質的縦断調査
により、子どもの就学までの子育て実態とライフイベントの乗り越え方を明らかにした。第3に10代親の子育て・自身
の就学・就業をトータルに地域で支援する方法を韓国の取り組みを手掛かりにして日本に求められる政策提言を行った
。10代で出産した親の生き方の是非を問うのではなく、産み育てる主体として認め、その希望を一緒に実現していくた
めの支援システムを考えることの必要性を明らかにした。

研究成果の概要（英文）：The study was conducted in the following three phases. Firstly we undertook a 
quantitative survey of 102 teenage parents in Japan and South Korea, with a view to understanding the 
actual situation. Secondly we conducted qualitative longitudinal surveys of teenage mothers, in 
cooperation with municipal authorities and peer support groups (Japan) as well as shelters for mothers 
and children and facilities to provide community-based support for single parents (South Korea), with a 
view to giving light on how they care for preschool children and how they have overcome different life 
events. Thirdly we proposed policies and measures required in Japan.The study highlights the necessity of 
exploring for support systems that recognize teenage parents as subjects of giving birth and caring for 
children, working with them for the realization of their wishes, instead of being judgmental about their 
lifestyle.
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１．研究開始当初の背景 
日本では、母子家庭の低年齢化が進行して

おり、20 代前半で母子家庭になる女性が、急
増する母子家庭の約 4 分の 1 を占めている。
母子家庭の低年齢化の背景には、10 代からの
若年層の妊娠・出産・子育て問題が横たわっ
ていると考えられる。 
この研究は 2002 年に研究代表者である森

田が東京都社会福祉協議会と共同で行った
『10 代で出産した母親の子育てと子育て支
援に関する調査』を土台にして始めたもので
ある。児童福祉の対象である 18 歳未満の女
性の妊娠出産子育て支援を考えることは、児
童福祉課題であるが、それまでは児童福祉対
象として考えられることはなかった。「昔は
10 代でたくさんの女性が出産した」というこ
とが支援をしないことの免罪符のように使
われる時代であった。 
だが、その後次々と社会的に放置すること

ができない子どもへの虐待や虐待死にかかわ
る 10 代親が登場することになり、10 代親支援
を児童福祉課題として認識しなければならな
い社会的な要請が強まった。そこで研究を組
織して行ったのが2008～2011年度の科研調査
研究（以下「前科研」と称す）であった。 

 

(図１) 10 代親からみた 
妊娠・出産・子育て研究の構成と先行研究 

そこでは、10 代母親の妊娠・出産・2歳まで
の養育実態を明らかにした。具体的には、
(1)10 代母親の支援は「原家族のみ」であり、
(2)家族や地域からの支援が受けられない場
合は、子どもを児童福祉施設に入所させるか、
きわめて不安定な養育状況にあるということ
が明確になった。また、韓国との比較分析に
より「青少年ひとり親」と政策対象が明確化
してきた韓国に対し、日本は 10 代親の政策課
題認知レベルで弱いことを示した（図１）。 

 

２．研究の目的 

本研究は、「前科研」の調査協力者基盤（10
代母親の当事者：日本 33 人、韓国 8人、施
設関係者、自治体）と成果をもとに、次の点
を明らかにする発展的研究と位置づけて研
究を組み立てた。そして、(1)日韓の 10代親
の問題性を量的に把握する、(2)10 代母親の
質的縦断調査により、子どもの就学までの子
育て実態とライフイベントの乗り越え方を
明らかにし、(3)10 代親の子育て・(自身の)
就学・就業をトータルに地域で支援する方法
を諸外国の事例研究も含めて開発すること
の３つを目的とすることにした。 
 
３．研究の方法 
第１の量的調査は、日本で 102 ケース、韓

国で102ケースの協力を得てまとめることが
できた。社会的に支援が不十分な対象者であ
るだけに調査への協力を得ることが難しく、
日本では１年以上、韓国でも半年余りの日数
をかけて調査協力者を探し、量を確保した。      
第２には 10 代の母親の乳幼児期の子育ての
実態把握と支援課題を明らかにし、妊娠期か
らの継続的・重層的支援システム開発および
市民参加型支援の方法、自治体での支援モデ
ルを開発することを目的に、次の調査を実施
した。日本では、(1)八千代市の協力を得て
地域で暮らす 10 代親を対象とした妊娠・出
産・子育て期までの継続したインタビュー調
査（2009 年 1月から実施）、(2)(1)の対象者
に対して、交流会を開催し（実績 21 回）、自
治体職員（保育士・保健師）や地域の支援者
とともにグループワークと個別支援を組み
合わせた支援の試行、(3)プロフを利用した
10 代母親の当事者グループに対して、グルー
プ活動や子どもたちの遊びを支援しながら、
インタビュー、行動観察などを実施した（実
績 33 回）。また、韓国では、10 代で出産した
親の当事者団体と支援団体である救世軍と
ひとり親支援センターの協力を得て、日本の
調査と比較検討する内容での調査を実施し、  
人の協力を得た。またそのまとめと分析を共
同しておこなった。 
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４．研究成果 
(１)国際シンポジウムへの協力と報告（韓国
保健社会研究院主催「第１回社会的養護を必
要とする子どもの保護システムに関する東
アジア会議」［2015 年 11 月 10 日ソウルで開
催］朴志允と森田明美が日本の研究報告をお
こなった。この会議に向けた事前調査が、日
本でも行われ、9月 9日～11 日韓調査リュジ
ョンヒ保健社会研究院児童福祉研究センタ
ー長が来日されたことへの対応をし、厚生労
働省、東京都ひとり親担当係、児童相談所、
世田谷区、児童養護施設、世田谷区子ども家
庭支援センター、保育所などを訪問して、子
どもを育てにくい状況にある 10 代親支援な
どについて本調査研究を踏まえて意見交換
をした。 
 
(２)研費成果公開シンポジウムは日韓の研
究者や実践者が交流し 4回開催した。また 3
回目からは日韓の 10 代親当事者も参加し、
意見交換をした。（①2013 年 1月 26 日「10
代の出産・子育てを支える－韓国の取り組み
に学ぶ」、②2014 年 1月 26 日「10 代の出産・
子育てを支える No.2－日本の実態に求めら
れる韓国の取り組み」③2015 年 3月 8日「10
代の出産・子育てを支える No.3－当事者たち
と語る」④2016 年 1月 24 日「10 代の出産・
子育てを支える No.4－日韓共同研究の成果」
いずれも於：東洋大学）  
 
(３)婦人保護施設の研修会、東京都ひとり親
支援員研修会で調査研究の報告をし、支援方
法について意見交換をした。 
 
(４)研究の社会への還元：しんぐるまざーず
ふぉーらむ福島の震災後に 10 代親になった
親子への支援について研究成果から支援を
した。東京都西東京市の保育所入所基準策定
にあたり、10代親の保育所優先入所を明示す
ることについて専門的な助言を行い、日本で
初めて 10 代親への予防的子育て支援策とし
て保育所入所優先を規準に盛り込むことで
具体化することができた。 
 
(５)最終報告書の作成：以下の 2冊の報告書
をまとめた。『10 代で出産した母の子育てと
子育て支援に関する日韓調査報告書』『乳幼
児を育てる 10 代母親への継続的重層的地域
支援開発―日韓の質的縦断調査を中心に』 
 
第1期の日韓比較研究では両国で暮らす10

代親の置かれている暮らしの違いの顕在化
が特徴であったが、第 2期の量的質的日韓調
査研究の成果としては、違いは依然としてあ
るものの、以下の 5点の共通点が明確になっ
た。 
(１)日韓両国ともに、10代で子どもを産   
むということに対する否定的、感情が強く存
在し、10 代で出産することを自己決定したこ
とへの孤立が厳しく存在している。 

(２)家族から妊娠出産を否定されたり、家族
との暮らしが自立を妨げるなど、原家族によ
る支援を前提にした 10 代親の出産・子育て
であるために、家族の抱える課題が 10 代親
の子育てに大きく影響している。 
(３)経済と子育ての両立のために、職場と家
庭生活のバランスを工夫している。それが崩
れるとカップルの離散や子どもの放任など
につながってしまう。 
(４)日韓の支援の取り組みの違いにより、お
かれている状況は違うが、自分を大切にする
こと自分のことを考えることの重要性が顕
著になった。高校にこだわるということは自
分の人生を考えるということに深くつなが
っていることが明らかになった。 
(５)一般施策の充実による自立支援の有効
性が顕著になった。保育施策、労働施策、教
育施策などの中での 10 代親への特別な枠の
設定や支援の開発は周知度や利用希望も高
く、効果が高いということが分かった。 
 
この研究で得られた知見は以下のとおり

である。 
支援の形は 10 代未婚母として保護を徹底

して具体化してきた韓国が、自立した 10 代
親当事者から指摘されたことは、自分たちの
自己決定を支えることへの支援の視点の変
更であった。10 代で出産した親の存在と子育
てをすることについてその是非をとうので
はなく、産み育てる主体として認め、その希
望を一緒に実現していくための支援システ
ムを考えることが必要であるということで
ある。ただ残念なことに福祉施策の対象、保
護の対象とならねば、その支援は受けられな
いとするなら、それを拒否して母子で生きる
ときに子どもの危険が襲ってくる。児童福祉
としてこの問題をどのように避けながら、子
ども期を生きる母を大人に育てかつ子育て
ができる大人に育てていくのかということ
を実現しなければならない。 
私たちの第 2期 10 代親支援の日韓研究の

期間には、韓国の急激な 10 代親支援の保護
的な取り組みの具体化に加えて、地域支援の
取り組みも展開され、その結果当事者団体が
発言する当事者団体として成長し、韓国社会
の保護的な福祉制度の課題を明らかにする
ことができた。 
また、日本での 10 年目の量的調査や、質

的縦断研究のなかで、日本社会のもつ 10 代
親の厳しいまなざしや、やり直しをさせない
社会では 10 代で親になるということが生き
るリスクになるということが明確になった。 
私たちの研究は、残念ながら施策の具体化が
限定的であるため、どのような支援制度やシ
ステムが日本社会に必要なのかということ
やそのシステムやプログラムを完成するま
でに至っていない。 
少なくとも一般施策である保育所や、子育

て支援、ハローワーク、また学校システムで
の支援の有効性を把握し、いくつかの自治体



施策に採用されているにとどまっている。 
私たちの第 1期 2期合計 8年の研究は 10 代
親を成長させ、子どもが学齢期を送るまでに
なった。20代を迎え、2人目の出産や、子ど
もの病気や障がい、パートナーとの別れや出
会いを経験する10代親たちも登場している。 
今後の 10 代親の暮らしは、どのような女性
として母親としての課題、またその子たちが
どのような青年期を迎えていくのか、私たち
の研究も新たな課題を迎えることになる。 
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